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FERCの電力改革



米国の制度の経緯と考え方

・垂直統合型の事業者：
大規模発電のスケ－ルメリットを追求、次々と大規模発電（５０－１００万ｋｗ／unit）を建設
→ 維持費の上昇と稼働率の低下、高いリザ－ブコスト ・・・ スケ－ルメリット低下
→ 需要の頭打ち → 広域融通によるリザ－ブシェアリングによるコスト低下

・経済の各分野でイノベ－ションが進行する中で電力分野においても
①技術シンポによりかつての大規模火力より低価格な高効率の小規模システムが登場

・・・・コンバインド・サイクル等（１ｕｎｉｔ：数万kw～）、ＩＰＰの登場
②送電技術の進歩 → 広域からコストの安い電力の調達が可能・・・連邦の水力発電

電気代の高いユ－ザ－に安い電力の提供が可能
③多様な技術の登場： コ－ジェネレ－ション、太陽光、風力、EV、ICT活用各種技術等

◎これらの技術進歩の成果を消費者に役立てるには、グリッドをオ－プンアクセスにすること
が肝要 → 電力グリッドの性格：公共的エネルギ－プラットフォ－ム化

⇒ところが、他分野でイノベ－ションが進行している中で、電力システムに関しては、垂直統
合の電力会社がグリッドの自然独占的性格を利用してグリッド接続を妨害、このような潮流
が浸透しなかった。

⇒送配電システムを分離し、中立・公平化することにより、電力システムも世界の潮流に沿っ
たイノベ－ションの流れに乗れるように制度改革を行う。

→ 新参者にも公平なグリッドオ－プンアクセスを確保するための制度



連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革

１９９６年 ４月 Order No．888  送電分離（ISO），
送電オ－プンアクセス

１９９６年 ４月 Order No．889 情報開示

１９９９年１２月 Order No．2000 広域送電機関（RTO）

２００７年 ２月 Order No．890  送電の公平性

２０１１年 ７月 Order No．1000 広域送電計画
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Order No．888 (1996年)

・送電グリッドの公平性担保について種々の規定

・ISOの設置推奨規定
FERCの認めるISOの原則：電力市場に関する関係者と経済的利害関係を持ってはい

けないなどの条件が１１項目

・ISOの収入は電気料金に乗せる連邦のISOタリフ。ISOタリフ算定の根拠。

・送電計画の策定，送電計画に送電タリフ，費用負担等必要事項を定める。
グリッド強化の計画、費用負担等も計画に定める。
送電計画は信頼性とコストの観点から策定。

Order No．889 (1996年)

・情報のシェアシステムOASIS
(Open Access Same-Time Information System)
への情報開示の義務付け
・関係者の公平な情報アクセス
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機能分離

電力卸売サ－ビスの提供に当たって、機能分離を義務付け。

①ユ－ティリティは、一般適用される同一の料金の下で全ての電力卸売り取引を
行わなければならない。

②ユ－ティリティは、卸売りの発電、送電、アンシラリ－サ－ビスについて、別々に
料金設定しなければならない。

③売買に当たって必要となる送電システムに関する情報に関しては、ユ－ティリ
ティと顧客は、同一の電子情報システムに依らなければならない。

・卸売取引部門の公平性、送電価格、アンシラリ－サ－ビス価格の明示を義務付
けるとともに、顧客と発電部門、小売部門との情報面での公平性を担保

・③を実現するためには、ユ－ティリティ内で送電部門が情報的に遮断される必要
があり、少なくとも部門が分かれ、人的・組織的に遮断されたうえで、送電部門の
情報はユ－ティリティ他部門に対して非開示とされなければならない。
⇒ Order No．889



Order No．888の基本な規定
①送電サ－ビスを受けようとするものは、全て差別のないオ－プンアクセスを利
用することができなければならない。

②送電所有者は、自ら利用していない種類のサ－ビスも含めて、全ての送電サ
－ビスを提供しなければならない。

③送電サ－ビスの提供に当たって送電管理者が要求する資料は、競争環境の
維持の観点から限定されなければならない。

④送電利用をせず送電利用の権利を確保し競争を阻害することは認められな
い。送電管理者は、原則として、使われていない送電キャパシティを、a.利用・販
売できる。b.短期市場運営のためにプ－ルすることができる。c.一定の期間の内
に利用開始するよう利用者に要求でき、利用しない場合は権利を取り上げ得る。

⑤電力事業者は将来の需要の伸び等のために自らの送電線のキャパシティを
妥当な範囲で確保することは可能であるが、送電線に余裕がある間はOASIS（情
報システム）上でその情報を公開し他のユ－ザ－に開放しなければならない。

⑥効率的なキャパシティ配分の促進のために、送電管理者は送電キャパシティ
の再配分をすることができる。特に、特定の地点間の送電に係るものなど。また、
再配分の価格は、当初価格より低く設定されなければならない。
⑦競争環境を整えるために情報の開示は必須であり、OASISのル－ルに従って、
必要な送電情報、発電情報はOASIS上で開示されなければならない。
⑧６種のアンシラリ－サ－ビスの定義と実施の義務付け。
⑨パワ－プ－ルの扱いとISO（Independent System Operater）設置のガイダンス
の提示。
⑩料金、コスト負担についてのル－ル 12



ＩＳＯの原則

①ISOの運営は、公正で差別なくなされなければならない。
②ISO及びその従業員は、電力市場と経済的利害関係を持ってはならない。
③ISOは、全ての利用者に送電システムへのアクセスを送電グリッド全体を通じた同一
の料金により公平に提供しなければならない。
④ISOは、グリッドの短期信頼性の確保について第一義的な責任を負わなければなら
ない。ISOは、メンテナンスはもちろん、信頼性確保のための計画立案の任務を持つ。
ISOは、新規の利用者も含め送電サ－ビスが信頼性を損なわずに着実に実施できるよ
う、また、出力抑制の方針についても責任を持つ。
⑤ISOは、担当地域内の送電施設の運営をしなければならない。
⑥ISOは、送電制約を観測しつつ、必要なバランシング等のオペレ－ションを市場取引
ル－ルに従って、行わなければならない。
⑦ISOは、システムの維持・拡張、運営、電力市場の運営等のISOの機能を競争的環
境下で経済効率的に運営しなければならない。
⑧ISOの送電やアンシラリ－サ－ビスの料金政策は、発電投資、送電、電力消費の効
率を高めるものでなければならない。
⑨ISOは、誰でも必要な時に利用できる送電情報を提供ししなければならない。これら
の情報はISOの運営するOASISで利用可能としなければならない。
⑩ISOは、隣接送電管理エリアとの調整メカニズムを開発しなければならない。
⑪ISOは、関係する技術的、経済的、その他のクレ－ム、紛争、議論を処理するための
問題解決システムを作らなければならない。 13



・ＴＯの送電線経費の多くは、ＤＳＯ、ＧＯとしての州タリフ（総括原価方式）で賄われる。
・ＩＳＯ・ＲＴＯの計画として認められたＴＯの送電線増強は連邦ＩＳＯ・ＲＴＯタリフで賄われる。
・一般に、連邦タリフの方が、州タリフよりも誘導規制的で有利な条件となっている。
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Order 888を支える情報シス

テムとしてのOrder 889
第一部：送電管理従事者と電力卸取引従事者の分離について定め、卸取引の従
事者はOASIS公開情報以外の送電情報へのアクセスを禁止。

ISO等がなく、垂直統合の電力会社がOASISの運営をする場合であっても、その
電力会社の電力取引関係者はOASIS情報のみにアプロ－チすることが許されてお
り、社内のOASIS従事者には、OASISで開示されていない情報を電力取引関係者に
提供することは公私ともに禁じられている。

第二部：送電システムを所有、管理する事業者に対して送電システムの状態に関
する情報開示の基本的なル－ルを定め、送電システムの「ブラック・ボックス」の蓋
を明けている。

これにより、全ての送電利用者は送電キャパシティの見積もりが自らできるよう
になり、送電所有者等が所有権・送電管理・送電操作等により、「アンフェア」に送
電アクセスを阻害すること防止している。

第三部：においては、OASISシステムによる統一的な情報提供に必要な種々の技
術的基準等について定めている。
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Order No．889

第一部
・送電管理従事者と電力卸取引従事者の分離
卸取引の従事者はOASIS公開情報以外の送電情報へのアクセスを禁止。
垂直統合の電力会社がOASISの運営をする場合であっても、その電力会社の電力取
引関係者はOASIS情報のみにアプロ－チすることが許されており、社内のOASIS従事者
には、OASISで開示されていない情報を電力取引関係者に提供することは公私ともに
禁じられている。

d. Accommodating Flow-Based Pricing

The Commission concludes that the proposed regulations were general enough to 
accommodate flow-based pricing methods. Therefore, we have provided no special 
provision regarding flow- based pricing in the final rule. Any OASIS-related issue that 
arises when flow-based proposals are made can be dealt with at that time.

Order No．889の中では、 OASISがFlow-Based Pricingに対応していることが確認さ
れている。
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第二部の規定の概要

①送電管理者は、OASISの運営をし、送電キャパシテイの利用可能性、料金、その他
のこのOrderで定める情報にアクセスできるようにしなければならない。
②送電管理者は、以下の送電キャパシティ情報をOASISに提供しなければならない。
a.利用可能送電容量(ATC)、総送電容量(TTC)をあらゆるコントロ－ルエリア間の送電
経路についてOASISに提供しなければならない。出力抑制、送電停止等のある送電
経路（一時間単位）の情報についても提供しなければならない。
b.混雑経路（残存送電用容量が２５％を切る送電経路）については、当該時から１６

８時間以内は毎時、その後は１日単位で３０日間、さらにその後は、月単位で１年間
の情報提供をしなければならない。非混雑経路については、当日から１週間の間は
１日単位で、その後は月単位で１年間情報提供しなければならない。将来の送電計
画がある場合には最大１０年間の予想についても情報提供、情報の随時更新、新た
な契約等に伴う情報更新等も実施。

ｃ．送電管理者は、料金と契約条件概要を情報提供しなければならない。料金割引
の情報は、全ての利用者に同時に情報提供しなければならない。
d.提供されるアンシラリ－サ－ビス（有料部分については料金）についての情報を提
供しなければならない。
e.送電サ－ビスの申し込みと対応状況、申し込みが却下された場合の理由等の情
報、出力抑制等の情報を情報提供しなければならない。
f.送電サ－ビスに関するスケジュ－ル情報を提供しなければならない。
g.ATC、TTCの算出の根拠デ－タを一週間以内に開示しなければならない。
h.その他、必要な情報の提供。
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項 目 EU 米国 備考

送電管理者 TSO ISO・RTO

送電管理者の性格 民間企業 非営利団体

送電所有者 TSO ＴＯ

グリッド増強 増強義務・計画義務 計画義務 EUの成功の一因

増強コスト 誘導的規制 計画の中で調整 EUの成功の一因

市場 広域均一価格 狭域ノ－ド価格

EUと米国のグリッド政策の比較

・ＥＵ：グリッドタリフの上限設定において，誘導的規制によりグリッド投資の誘導を行ったこ
とが，企業としてのTSOの企業成長戦略とうまく整合し，TSOの積極投資に繋がる。
・米国：グリッドの増強義務がない。ISO・RTOが非営利団体でＴＯのグリッド増強計画を監視
する立場。非営利のISO・RTOに企業戦略としての成長の必要はないため，グリッド増強の
自発的なインセンティブが働かない。増強計画を作る際にもISO・RTOはＴＯとの協議が必要。
⇒EUのようにISO・RTOタリフによる誘導的規制が機能しにくい状況 19



Flow-Based Pricing

A contract path is simply a path that can be designated to form a single continuous 
electrical path between the parties to an agreement. Because of the laws of physics, 
it is unlikely that the actual power flow will follow that contract path. Flow-based 
pricing or contracting would be designed to account for the actual power flows on a 
transmission system. It would take into account the “unscheduled flows” that occur 
under a contract path regime. （Ｏｒｄｅｒ．８８８ 脚注）

The fictional contract 
path approach would 
not work in theory!

FERCのPoint to Pointの考え方

は、送電線は指定せずに起終
点だけでPricingすることまでを

義務付け、 Flow-based 
pricingも制度の中に組み込
んだもの。
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Hogan等：
○実潮流では、グリッドに接続されるあらゆる送受電は相互に影響を与え
合うので、どのような送電断面であれ利用可能な送電キャパシティを把握
するためにはグリッド全体で起こっている全てのことを把握する必要があり、
個別の送電線を切り出して見ても送電キャパシテイは把握できない。

⇒システム全体の全ての潮流を同時に特定しない限り将来の如何なる瞬
間の実際のキャパシティを議論することはできない。
⇒区間を区分してキャパシティを議論することはできない。
⇒このような基礎的かつ物理的な事実から逃れることは出来ず、
「Contract Path」に基づき送電キャパシティを定めようとしても行き詰るだけ。

○当初は、全てのル－プフロ－を必要量だけ計算・予約することにより、送電キャ
パシティを予約しようという考えが米国には当初あったようであるが、これは時々
刻々と需給が変化し、実潮流の状況も時々刻々と変化する中で膨大な変化を想
定してル－プフロ－も含めて全てのキャパシティを全ての時間について予約するこ
とは、不可能であることを認識するようになった。

○そこで考案されたのが、Point-to-Pointの考え方である。

Point-to-Pointの考え方とは何かというと、全ての送電利用者に、「ＩＮ」と「Ｏ

ＵＴ」地点、時間・期間、量を提出させ、グリッド全体で一挙に実潮流
計算を行い、全ての組み合わせがグリッドに受け入れられるかを同時に
かつ時刻毎に判定するというものである。 21



欧米におけるグリッド容量管理の基本
●IN（発電）またはOUT（需要）の地点、時間・期間、量をグリッド容量を評価する一
定の期間の分を全て揃える。

●これらを同時に入力し、実潮流の送配電シミュレ－ションを実施し、「Ｎ－１ル－
ル」の条件の下で、全てのIN、OUTが送電容量に収まるかどうかを時刻毎にリアル
タイムで判定する。
●収まる場合には、入力されたIN（発電）またはOUT（需要）は、容量内にあるという
ことで、その結果として送電割当が決まる。
●収まらない場合は、一部再給電指令（re-dispatch）により調整
●空抑えとなった場合はインバランスペナルティの対象

ＩＮ①

ＩＮ②

ＩＮ③

ＯＵＴ④

ＯＵＴ⑤

ＯＵＴ⑥

地点 0-1 1-2 2-3 4-5 ・・ 21-
22

22-
23

23-
24

IN ① 0 0 0 ○MW 0 0 0

IN ② 0 0 ●MW ●MW ●MW ●MW 0

IN ③ △MW △MW △MW △MW △MW △MW △MW

OUT ④ ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW ◆MW

OUT ⑤ ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW ▲MW

OUT ⑥ □MW □MW □MW □MW □MW □MW □MW22

米国で考案されたのが、Point-to-Pointの考え方
Point-to-Pointの考え方とは何かというと、



なかなか抜けられないＡ→Ｂの送電という概念
POINT TO POINT の考え方は、PowerPoolへのIN、OUT

Ａ発電 Ｂ需要

Ａ発電

Ａ１発電

Ｂ１需要 Ｂ２需要

Ａ２発電

Ｂ需要

Ａ１発電

Ｂ１需要

Ａ２発電

Ｂ２需要



FERC's Fifteen Proposed Principles
A capacity reservation tariff might have terms and conditions very much like those for point-to-

point service in the Final Rule tariff. These would need to be modified to accommodate former 
network service customers. It is premature to specify detailed terms and conditions of capacity 
reservation service in advance of the comments and technical conference. However, we propose 
certain general capacity reservation tariff principles for comment.

1. Purpose of reservation service
（略）
2. Basic service concept
All firm transmission service would be reserved, and all reserved service would be firm
service. Reservations of transmission capacity should permit the customer to receive up to a 

specific amount of power into the grid at specified [Points of Receipt] and to deliver up to a specific 
amount of power from the grid at specified [Points Of Delivery], on a firm basis. Individual PORs 
and PODs need not be "paired" with each other. The customer's capacity reservation would be the 
higher of either (1) the sum of the reservations at all PORs or (2) the sum of the reservations at all 
PODs. All nominations for a capacity reservation would be evaluated using the same standard; for 
example, the utility could apply a feasibility criterion that states that the grid must be able to 
accommodate the scheduled use of all capacity reservations simultaneously.

3.以下略

FERC:1996年に「15Proposed Principles for Capacity Reservation Tariffs 」(RM96-11-
000, Washington DC, April 24, 1996, extract of pp. 20-25.)を定めている。
２.に「全てのPORsとPODsに基づき、同時にグリッドに収まるか計算する」という

「Point-to-Pointの考え方」を明示。
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グリッドネックにより、グリッドに収まらなかった
場合の調整

Re-dispatch？
出力抑制？
ノ－ダルプライシング？

○実潮流計算では、グリッドネックがなければ、メリットオ－ダ－の結果がグリッド
に収まり、グリッド全体で同一のメリットオ－ダ－により、発電dispatchが決まる。

○Point to Pointの送電管理において、実潮流計算で市場のメリットオ－ダ－の結

果がグリッドに収まらなかった場合は、各ノ－ドの電力調達価格が最小コストにな
り、かつ、グリッドに収まるように発電dispatchの調整計算を行う。→Ｒｅ－dispatch

○再給電指令（re-dispatch）で調整できない場合に出力抑制
⇒欧州：出力抑制の上限をEU指令で５％未満に制限

○米国では、グリッドネックの前後で異なるメリットオ－ダ－により、ノ－ド価格設
定→ノ－ダルプライシング



Point-to-Pointの考え方
●時刻毎の需給状況に応じて実潮流ベ－スで送電キャパシティを自動的に割り振ること
になるので、特定の送電線や変電所の空き状況を予め一般的に示すことは無意味。

⇒欧米では、送電キャパシティの空き状況の表は存在しない。

もはや「ＡからＢに電力を送る」ための送電という「託送の概念」は無く、「Ａでグリッドに
投入、Ｂでグリッドから引出」というグリッド使用の概念に置き換わっている。

●再給電指令（re-dispatch）による調整
本来はグリッドネックの前後で異なる電力調達価格、メリットオ－ダ－となる。

⇒送電ネックの前後で価格差が発生

欧州：価格差分をＴＳＯのコストとして市場参加者は市場価格で取引（統一市場価格）
価格差分はＴＳＯのグリッドタリフとして最終需要者から徴取（一般負担）

米国：価格差分はNODE市場価格としてそのまま反映

●出力抑制
欧州：出力抑制は全て補償（EU指令で９０％以上の補償が義務）
米国：NODE価格がマイナス・プライスになるので、出力抑制は行われず

●いずれにしても、ＴＳＯ・ＩＳＯ（ＲＴＯ）には、原発、火力を含むあらゆる電源に対して、
一部再給電指令、出力抑制の権限を付与（全ての電源に対してノン・ファ－ム）



A発電 Ｘ MW 安い発電

Ｂ発電 ＹMW 高い発電

Ｃ需要 Ｄ MW

Ａ－Ｂ送電抵抗(インピ－ダンス)＝Ｂ－Ｃ送電抵抗(インピ－ダンス) ＝Ａ－Ｃ送電抵抗(インピ－ダンス) と仮定

Ａ→Ｃの電力：２／３＊Ｘ ＋１／３＊Ｙ

2/3X

1/3X

1/3X

1/3Y

1/3Y

2/3Y

Ｂ→Ｃの電力：２／３＊Ｙ ＋１／３＊Ｘ

Ａ⇔Ｂの電力：１／３＊Ｘ ＋１／３＊Ｙ

送電模式図

Ｄ ＝ Ｘ ＋ Ｙ

●Ａ→Ｃにのみ流したくとも、実際にはＡ→Ｂ→Ｃのル－トでも流れてしまう。
●Ａ→Ｃの送電容量のみでＣに送れる最大電力が決まるわけではない。

●A-B-Cの抵抗(インピ－ダンス)は、A-Cの倍なの
で、流れる電流は半分。

●Dには、両方のル－トから電流が流れ込む
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C需要 Ｄ MW

送電断面

Ａ－Ｃ送電線：ＭＡＸ ６００MWの制約

Ａ→Ｃ：

Ｙ

Ｘ

1800

900

Ｄ＝1800

Ｄ＝900

900

○需要：1500MWの時にメリット・オ－ダ－でAにて1500MWのIN、Cにて1500MWのOUT
とすると、A－C間のキャパシティ・オ－バ－となる。
○需要：1500MWの時にキャパシティに収まり、最もCの調達価格が安くなるのは、Aから
300ＭW(0-300)、Ｂから1200ＭW(1500-1200)の供給の時。
○A発電：1500→300、B発電：0→1200へのre-dispatch

1500

Ｄ＝1500

1200

300

送電制約がある場合の調達価格

Ｙ≦ １８００－２Ｘ

Ｙ＝Ｄ－Ｘ

A発電 発電量Ｘ MW ５円/電力

B発電 発電量Ｙ MW １０円/電力

●市場選択はメリットオ－ダ－でＡ発電５円

●実調達電力は９円
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A発電 発電量Ｘ MW ５円/電力

B発電 発電量Y MW １０円/電力

送電断面

A－C送電線：MAX ６００MWの制約

C需要 D MW

送電制約がある場合のプライシング
・・・ノ－ダル・プライシング

C需要地点の調達価格：（５＊Ｘ＋１０＊Ｙ）／（Ｘ＋Ｙ）

需要が９００ MW以下で送電制約の
影響を受けない場合（A－C間が
600MW以下）には、
最も安いC＝５円（＝A＝B ）

需要が１８００MWの時は、
最も高いC＝１０円（＝A＝B ）

需要が1500MWの時は、
安いＡ発電を最大限利用すると
C地点＝９円・・・Ｃ地点のTSO調達価格

Node価格は、限界価格に関して行われる。
Ｃ地点の⊿Ｗの需要増に対応するためには、
Ａ発電の増⊿ＸとＢ発電の増⊿Ｙの関係は、
２⊿Ｘ＋⊿Ｙ＝０、⊿Ｘ＋⊿Ｙ＝⊿Ｗとなる。

Ｃ地点の追加需要を満たすためには、安いＡ電力を１減ら
して高いＢ電力を２入れる必要があるため、
限界価格は１５円／電力となる。

C地点のNODE市場価格

900



Distribution System is the portion of the electric system that is composed of 
medium voltage (69 kV to 4 kV) sub-transmission lines, substations, feeders, 
and related equipment that transport the electricity commodity to and from 
customer homes and businesses and that link customers to the high-voltage 
transmission system. 

Independent System Operator (ISO) or Regional Transmission Organization 
(RTO) is an independent, federally regulated entity that is a Transmission 
System Operator, a wholesale market operator, a Balancing Authority and a 
Planning Authority.

Transmission-Distribution interface (T-D 
interface) is the physical point at which the 
transmission system and distribution system 
interconnect. This point is often the 
demarcation between federal and state 
regulatory jurisdiction. It is also a reference 
point for electric system planning, scheduling 
of power and, in ISO and RTO markets, the 
reference point for determining Locational 
Marginal Prices (LMP) of wholesale energy. 
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○FERCは、当初、OASISの情報の提供ポイントとして、一体となって広域送

電管理を行う送電線所有者の連合体を想定し、個々の送電所有者（及びそ
の管理区域）を一つのオアシス・ノ－ドとして、オアシス・ノ－ド毎の情報開
示を少なくとも行うことを考えていたようであり、可能であれば複数の送電
所有者を統合して一つのオアシスノ－ドでの情報提供を想定していたようで
ある。

○しかしながら、実態は、統合よりは分散の方向に向かっているようで、後
に説明するノ－ダル・プラインシグに見られるように、送電線への電力供給
施設・需要の接続点毎にノ－ドを分解して、細分化する方向に進んでいる
ように見受けられる。
○ 卸電力市場に直接つながる在来型発電所、IPPや大規模再生可能エネ

ルギ－、ＤＳＯなどは、この価格での取引をすることになる。一方、一般の
消費者はＤＳＯを介して、一定のエリアの平均卸価格に基づくエリア料金を
払うことになるのが、一般的である。
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需要(予測)

前日市場
発電bid
メリットオ－ダ－

グリッド計
算
(SCUS)

プライス
Dispach
schedule

○

RE-
dispatch

×

グリッド諸元

○

発電リアルタイ
ムbid

グリッド検
証(RTC)

プライス
追加schedule リアルタイム市場

○

○

リアルタイム
dispatch(RTD)

米国のシステムのイメ－ジ

市場運営システム OASIS公表



米国ハ－バ－ド大Ｈｏｇａｎ： １９９６年

送電制約で途中で止まる New Gas 送電制約で途中で高い東発電に移る New Gas

Old Nuke New Coal

Old Gas

グリッド・ネックによるNODE価格の変化のイメ－ジ



ＦＴＲの考え方
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ＦＴＲを需要側に帰属させる場合の収支計算



ＦＴＲを発電側に帰属させる場合の収支計算



●ノ－ダルプライシングの場合には、特段の対応をしないとＴＳＯに混雑料（Ｃ
－ｒｅｎｔ）が入ることになるので、米国等では、混雑料を何らかの方法で還元し、
リスクヘッジする手段として、ＦＴＲが導入されている。

●ＦＴＲがないと、ＴＳＯは、混雑した方が混雑料収入が増えるので、グリッド増
強や混雑解消の逆インセンティブになることが米国では指摘されているので、
要注意。

●ＦＴＲを誰に帰属させるかは、政策上の判断。

●米国ではNode価格を下げる方向で働くようにＦＴＲを帰属させるように制度を

作るのが一般的。一方で、発電側にＦＴＲを帰属させることで旧来発電の既得
権廃止の激変緩和措置とするという考え方もある。

ＦＴＲの留意点



各ISO・RTOのオペレ－ション







←Automatic















ERCOT Nodal Market
1999 Senate Bill 7 (SB7) 

unbundling the investor-owned utilities
assigned ERCOT four primary responsibilities:
・System reliability – planning and operations
・ Open access to transmission
・Retail switching process for customer choice
・Wholesale market settlement for electricity production

2001 ERCOT began its single control area operation and opened both its wholesale 
and retail electricity market to competition based on a zonal market structure.
In the zonal market, the ERCOT region is divided into congestion management 

zones (CMZs).

2003 the Public Utility Commission of Texas (PUCT) ordered ERCOT to develop a nodal
wholesale market design. The redesigned ERCOT grid consists of more than

4,000 nodes and it will replace the existing CMZs.

2010 ERCOT successfully launched the locational marginal pricing based Nodal Market.
The redesigned comprehensive nodal market includes congestion revenue right (CRR) 
auction market, a day-ahead market (DAM), reliability unit commitment (RUC) and 
real-time security constrained economic dispatch (SCED).



ERCOT 1996年 ISO機能

2001年ゾ－ンプライスでスタ－ト 2003年ノ－ダルプライスに変更



ゾ－ン内の送電混雑の構造が反映されず、送電可能キャパシティの計算が現実
と整合しないなどの理由から、ゾ－ンプライシング方式はよりは、結局は、個々の
ノ－ドで価格設定するノ－ダル・プライシング方式の方が、透明性も高く、現実と
整合が取れているという認識



・ゾ－ンプライシングでノ－ド平均価格にすると、電力が余り価格の安いノ－ドでは発
電補助をし、電力が不足し価格の高いノ－ドでは発電ペナルティを課すことに結果的
になり、逆インセンティブとなる。



出典: Reliability Unit Commitment in ERCOT Nodal Market(2013)









ABBのグリッドオペレ－ションシステム
ノルドプ－ル、英国、アイルランド等の欧州、CAISO、ARCOT等の米国の他、
豪州、中国、韓国、フィリピン等







出典: Reliability Unit Commitment in ERCOT Nodal Market(2013)

RUC:Reliability Unit Commitment 

SPS: A special protection system:  
a set of automatic or pre-efined
actions taken to relieve 
transmission security violations 
during  the post-contingency 
condition.

Network Security Monitor (NSM):
network security analysis(NSA), 
evaluates the feasibility of the 
generation schedule for the intact 
(base case)network as well as for 
the post-contingency network 
states.



連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革

１９９６年 ４月 Order No．888  送電分離（ISO），
送電オ－プンアクセス

１９９６年 ４月 Order No．889 情報開示

１９９９年１２月 Order No．2000 広域送電機関（RTO）

２００７年 ２月 Order No．890  送電の公平性

２０１１年 ７月 Order No．1000 広域送電計画
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Order No．890の制定経緯

◆Order No．888、2000の送電計画は、「信頼性確保のための計画送電」であり

送電管理者の内部的ニ－ズにより定められるので、外部から来る新たな送電
投資ニ－ズに十分にこたえることができておらず、再生可能エネルギ－の普及
や州政府の再生可能エネルギ－普及等の各種の計画に必ずしも対応できてい
ないという認識。

◆京都議定書の発効、再生可能エネルギ－普及の世界的加速などの状況の
変化に対応した新たな送電サ－ビスを期待する社会的なステ－クホルダ－に
対する送電の公平性を十分に確保できていないという状況。
(注Order No．890 前文（FERC）)

◆FERCは、Order No．890を２００７年に定め、新規参入者、州政府等も含む全

ての関係者に送電計画策定プロセス、関係情報をオ－プンにし、関係者全員
の参加の下に計画策定することを送電管理者に義務付けている。

62



Order No．890：送電計画策定の原則

①調整の場の設置

送電管理者は、全ての、送電顧客、隣接する送電管理者との間で、差別のない調整の
場を設けなければならない。送電管理者は、送電計画の策定の初期の段階から計画策
定の各段階で調整会議を設けなければならない。また、送電顧客の要請に応じて調整
会議を設けなければならない。
②公開性

全ての、送電顧客、隣接する送電管理者、州、その他の関係者に対して送電計画策定
の会議は、公開され、必要情報が提供されなければならない。
③透明性

送電管理者は、全ての送電顧客等に送電計画の基礎となっている、考え方、仮定、デ
－タ、計画策定の方法・プロセス等を、送電顧客等が計画策定プロセスを再現できるよう
な形で提供しなければならない。
④情報交換

送電計画策定のために、従前の垂直統合の送電顧客も新規の送電顧客も同等のレベ
ルで需給情報を提供しなければならない。
⑤同等性の確保

送電計画の策定に当たっては、全ての送電関係者の利害が、同等に扱われなければ
ならない。これは、とかく計画策定者たる送電管理者の利害が優先されがちになることに
釘をさしたものである。
⑥紛争解決手段⑦広域参加⑧経済性のスタディ⑨新規送電プロジェクトのコスト分担
⑩計画策定に際して関係者から独立した第三者コ－ディネイタ－活用の推奨。
⑪州政府の関係者の送電計画策定への参加要請。 63



連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革

１９９６年 ４月 Order No．888  送電分離（ISO），
送電オ－プンアクセス

１９９６年 ４月 Order No．889 情報開示

１９９９年１２月 Order No．2000 広域送電機関（RTO）

２００７年 ２月 Order No．890  送電の公平性

２０１１年 ７月 Order No．1000 広域送電計画
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◆ISO・RTOは非営利かつ中立の送電オペレ－タ－であるため、欧州のTSOのように

電力ビジネス拡張の観点から積極的に送電線投資をするというインセンティブを持
たない。
◆ISO ・RTOはFERCの管下の規制当局としてTOの「監視役」という性格も強いようで、
TOが増強したい送電線が、必ずしもISO ・RTOに認められるものでもない。また、
ISO ・RTOの送電計画案どおりにTOと合意するとも限らない。
◆今までのOrderでは、地域内に複数の送電管理者が存在するときに送電計画作

成に関して連携すべきことは定められていたが、地域全体の単一送電計画を策定
を義務付けていたわけではない。
⇒FERCが考えるような広域計画は中々進まなかった。

◆連邦エネルギ－省（DOE）の再生可能エネルギ－見積をグリッドに統合するため
には、電力グリッドを３倍に増強する必要があるとのNERC(North American Electric 
Reliability Corporation)報告。→全米のグリッド強化のための政策ニ－ズ

これらを解決するために、
◆全米をカバ－する中立・公平な送電計画の策定を推進する観点から、2011年にOrder 
No．1000を定め、核になるISO等に送電ネットの充実の観点から州を跨る広域の計画の
策定作業を行わせる。
。

Order No．1000の制定経緯
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Order No．1000では、
①効率的でコスト効率の良い広域送電計画の策定の義務付け

②連邦、州の政策への適合に必要な送電ニ－ズの洗い出しとその解決策・送電タ
リフへの反映
③広域送電計画策定地域間の連携
④費用負担の原則

⑤費用負担計画の作成に際しての従前事業者の連邦タリフ等に関する既得権の
全廃、
などを定めている。
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御静聴ありがとうございました。
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アメリカの歴史 ○米国エスタブリッシュメント:「日本には開国の貸し」、「中国にはアヘンの借り」
1803年 フランスよりルイジアナ買収
1814年 ワ－テルロ－の戦い(ナポレオン敗戦)
1818年 英領カナダとの国境確定
(1824年 英国、オランダよりシンガポ－ル、スリランカ等獲得)
1833年 米タイ国交樹立
(1840年 アヘン戦争)
1844年 米中条約(米国もアヘン貿易が最大の利益)
1845年 テキサス併合(テキサス住民の自由意思で米国参加)

マンハッタン号浦賀入港・・・漂流民受け渡し(安倍正弘 老中首座 26才)
1846年 米墨戦争・・・ペリ－はメキシコ湾艦隊司令官

オレゴン境界確定(太平洋側の英国との国境確定)
1848年 メキシコ国境確定、カリフォルニア獲得
1849年 改定日本開国提案書・・・パ－マ－・・・太平洋ル－トによる対英優位作戦

クレイトン・ブルワ－条約・・・英米でパナマ運河の開削についての締結
1850年 石油精製特許・・・捕鯨(泳ぐ石油)衰退(別段風説所・・・米国議会で日本開国論議)

1851年 米国大統領によるオ－リック海軍司令官への日本開国交渉命令
日本開国担当をペリ－に差し替え・・・外交能力のある海軍提督

1853年 ペリ－浦賀来航(当時の米国海軍力の1/3(13隻)、蒸気船の6割(5隻)を率いる国力を挙げた大
艦隊をマカオに集結、一回目蒸気船2スル－プ戦艦2、二回目蒸気船3スル－プ戦艦7)
(1858年英国インド併合 )
1861-1865 南北戦争 ・・対日の主役が米国から英国に入れ替わる
(1868     明治維新)
1890     インディアン戦争終結（ウンデッドニ－）
(1894 日清戦争)
1898    米西戦争 米国のフィリピン植民地化
1899-1913   フィリピン独立戦争（２０万フィリピン人の犠牲）


